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はじめに 防災上望ましい土地利用を実現する

ためには、立地選択を行う住民や企業への災害危険

度に関する情報提供や災害に対して脆弱である地域

の土地利用の誘導・規制といった対策が有効であると

考えられる。しかし現実的に考えたとき、情報の認

知には個人差があることから情報提供による土地利

用の誘導は実現し難い。一方、土地利用規制のよう

な対象地域に対して強い効力を持つ政策は、都市に

おける自由な経済活動の妨げとなりうる等の問題は

あるものの、災害に対して脆弱な地域への人・資産の

集積を防ぐ有効な一方策であると考えられる。

仮に土地利用規制を行った場合、水災害による被災

地域は減少するため、地域全体の被害は軽減される。

しかしながら、平常時利用できる土地が制限される

ことから、それに伴う負の便益が発生する。それで

は土地利用規制を行う場合、行わない場合の双方の

社会的便益を比較した時、どちらがその地域にとっ

て有益な選択なのだろうか。規制対象地域を変化さ

せることで土地利用規制施策の妥当性を見出すこと

はできるのだろうか。以上のような観点から本研究

では寝屋川流域を対象に、水災害危険度に基づき土

地利用規制区域を決定し、それに伴い発生する社会

的便益を評価することで、土地利用規制施策の妥当

性について検討することを目的とする。

土地利用規制政策による正の便益 土地利用規

制を実施した状況下で水災害が発生すると、それに

よる被害は、土地利用を規制していない場合に比べ

て小さくなると予想される。ここでは、土地利用規

制による正の便益を、 土地利用を規制していない場

合における水災害被害額 － 土地利用を規制した場

合における水災害被害額 として定義する。それぞれ

の状況下における水災害被害額は、寝屋川流域の雨

水氾濫モデル を用いて豪雨時の浸水深を算出した

うえで、水害統計 の一般資産等水害調査における

被害額の算定方法を用いて計算する。

土地利用規制政策による負の便益 土地利用規

制政策によって生じる負の便益とは、平常時における

表 土地利用規制政策による正負の便益比較

利便性・快適性の低下である。平常時には便利で快適

な場所であるにもかかわらず、水災害に対する危険

度が高いということでその利用が規制されれば、規

制されない場合に享受できていた効用が失われるこ

とになる。この失われた効用が土地利用規制政策に

よる負の便益である。本研究では、立地均衡モデル

を用いて、土地利用規制を行ったときの立地状況を

推定し、土地利用規制を実施した場合と実施しない

場合の効用の差を土地利用規制政策の負の便益とし

て算出する。

分析結果

便益の比較評価 表 に土地利用規制政策によ

る正負の便益を示す。表 をみると、いずれの場合に

おいても、土地利用規制政策による負の便益 世帯・

不在地主の総便益 が正の便益 年期待被害軽減額 を

上回っていることがわかる。つまり、土地利用規制に

よって軽減される水災害被害よりも、平常時利用で

きる土地が制限されることによる便益の低下の方が

大きいということである。以上のことから、土地利

用規制政策による正負の効果を比較した場合、寝屋

川流域のような都市域では、土地利用を規制しない

方が有利であるということがわかった。

土地利用規制政策と治水事業の比較評価 負の

便益 表 における世帯・不在地主の総便益 を治水投

資費用と考え、現在、大阪府によって進められている

寝屋川流域総合治水対策の治水事業費用と比較する

ことで、土地利用規制政策の妥当性を検討する。表

に寝屋川流域総合治水対策の概要を示す。本研究で

行った氾濫計算では、内水浸水被害のみを考慮して

いることから、表 再現期間 年の世帯・不在地主

の総便益を土地利用規制政策の治水投資費と考え寝
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表 寝屋川流域総合治水対策の概要

表 年の大阪府市区町村別人口指数

屋川流域総合治水対策の事業費と比較する。治水経

済調査マニュアル 案 では、治水構造物の耐用年数

を 年としていることから、寝屋川流域総合治水対

策の全体事業費約 兆円を一年あたりに換算すると、

およそ 億円となる。これに年間維持管理費約

億円を加えることで年間約 億円の投資費と考え

ることができる。一方，土地利用規制政策による負

の便益を治水投資費と考えると、表 より年間

億円となる。これらの治水投資費用には 倍ものひ

らきがあることから、現在の寝屋川流域においては、

土地利用規制政策より寝屋川総合治水対策として進

められているハード対策を行う方が有利な選択であ

ることがわかった。

将来における土地利用規制政策の適用性の検討

現在の寝屋川流域の土地利用状態において世帯数の

みが減少した仮想状態のもと、土地利用規制政策に

よる便益を算出することで将来における政策の適用

性を検討する。表 は、国立社会保障・人口問題研究

所が 年における人口を市区町村別に予測したも

のである。ここでは、世帯数は人口推移と同様に変動

することとし、仮想状態における世帯数を算出する。

表 を参考に算出した世帯数の合計は約 万 世

帯となり、これは現在の約 万世帯に対して、およ

そ の世帯数の減少となる。この世帯数を用いて

仮想状態における土地利用規制政策による正負の便

益を算出した結果を表 に示す。土地利用規制政策に

よる正負の便益を比較すると、ここでも、すべての

表 土地利用規制政策による正負の便益比較

表 全国の市の人口密度

場合において負の便益 世帯・不在地主の総便益 が

正の便益 年期待被害軽減額 を上回っていることが

わかる。また、その負の便益を治水投資費と考え、表

の再現期間 年の場合と寝屋川流域総合治水対策

の治水事業費を比較すると、土地利用規制政策では

億円、治水事業費は年間約 億円の投資費と

なり、土地利用規制政策の方が大きくなった。

これらの結果から、世帯数の減少を想定した仮想

状態においても、寝屋川流域では土地利用規制政策

は有利な方策でないことがわかった。ただし、表 が

示すように、寝屋川流域の人口密度は、現在で

人 、仮想状態であっても 人 と全国的に

みても特に人・資産が密集した地域である。また、表

と表 の再現期間 年の世帯・不在地主の総便益

を治水投資費用と考え比較すると、現在に対して仮

想状態では約 億円もの費用削減が見込まれるこ

とから、土地利用規制政策の妥当性は人口密度に大

きく依存することがわかる。以上のことを考えると、

近い将来に予測されている人口減少の影響を顕著に

受けやすい地方の中小都市においては、土地利用規

制政策は有効な治水対策の一つとして検討に値する

方策となる可能性も否定できない。

結語 今後は、企業・行政を考慮した分析を行う

こと、研究対象地域を変更し分析を行うこと、土地

利用規制の規制方法について検討することが必要と

考える。
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